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１．業務の目的 

本市では、令和４年３月に奈良市第３次公営住宅等長寿命化計画（以下「長寿命化計画」と

いう。）を策定し、西之阪地区改良住宅団地を建替予定団地として位置づけている。この計画で

は建替事業の実施方針として、「多様な世帯が居住できる住宅の確保」「残地を活用した官民連

携による集客性の高い土地利用の実現と行政負担の軽減」「新たな価値を生み出す空間・機能・

活動の創出」「居住者との合意形成」に留意することが挙げられている。 

この長寿命化計画を踏まえ、西之阪地区改良住宅団地について、地元意向調査、関係者協議、

民間事業者サウンディング調査等を実施し、長寿命化計画における建替事業の実施方針に基づ

いて、整備方針、整備計画、事業手法、事業計画等を検討し、この度、「奈良市西之阪地区改良

住宅団地建替その他周辺整備基本計画（以下「基本計画」という。）」を策定したところである。 

本業務は、基本計画を基に、建替えに併せた西之阪地区改良住宅団地内にある改良住宅等の

公共施設、道路・公園等の整備や余剰地活用による民間施設整備等、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業手法

による一体の事業とすることの可能性を検討調査すると共に、事業の推進が可能と判断される

際は、その実施方針、民間事業者の選定方法などについても検討を行うことを目的とする。 

 

 

２．事業者選定の方法 

西之阪地区改良住宅団地については、市内中心部でのまちづくりの視点から、改良住宅等の

公共施設、道路・公園等の整備と、余剰地活用による民間施設整備を一体の事業として実施す

ることで、団地全体の再編による効果的な活用が考えられる。 

本業務のＰＦＩ導入可能性検討調査業務委託の実施にあたっては、価格のみではなく事業者

（配置する技術者・担当者を含む。）に係る業務実績、専門性、技術力、企画力、創造性等を勘

案し、業者選定方式は、企画提案による公募型プロポーザル方式とする。 

 

 

３．業務概要 

（１）業務の名称 

奈良市西之阪地区改良住宅団地建替その他周辺整備事業に係るＰＦＩ導入可能性検討調査

業務委託 

（２）業務の内容 

別紙「奈良市西之阪地区改良住宅団地建替その他周辺整備事業に係るＰＦＩ導入可能性検

討調査業務委託仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

  契約締結の日から令和６年１２月２５日（水）まで 

※ただし、本業務委託の結果において、ＰＦＩ手法の導入が決定した場合には、令和６年

度又は７年度に「西之阪団地建替事業事業者選定アドバイザリー業務委託」（実施方針の

作成・公表から民間事業者の選定・契約までの業務）を地方自治法施行令第１６７条の

２に基づく契約を行う予定である。 

 

（４）予算の概要（提案上限金額） 

１４,８０８,０００円（消費税及び地方消費税を含む） 
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４．選定スケジュール 

項 目 日 程 

審査委員会（第１回） 

・募集要項の策定 

・提案書を審査するための評価基準及び 

 評価方法の策定 

令和６年１月３１日（水）【実施済】 

募集開始 令和６年９月２日（月） 

参加申込書等の提出期限 
令和６年９月２日（月）から 

９月１７日（火）まで 

質問の受付期間 ※適宜回答予定 
令和６年９月２日（月）から 

９月９日（月）まで 

最終質問回答日 令和６年９月１１日（水） 

参加辞退届の提出期限 令和６年９月１８日（水） 

企画提案書などの提出期間 参加承認日から９月２４日（火）まで 

審査委員会（第２回） 

・プレゼンテーション実施 

・受託候補者の決定 

令和６年１０月３日（木） 

審査結果の通知（予定） 令和６年１０月７日（月） 

契約締結（予定） 令和６年１０月９日（水） 

 

 

５．参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、単独事業者又は共同企業体によるものとし、次に掲げる

要件をすべて満たすものとする。 

（１）単独事業者の場合 

(ｱ) 過去に、本業務又は類似業務の実績を有する事業者であること。 

(ｲ) 市税（奈良市外の事業者にあっては国税）を滞納していない者であること。 

(ｳ) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

(ｴ) 令和６年度奈良市建設工事等入札参加資格者のうち、土木関係建設コンサルタント業

務（都市計画及び地方計画部門）の登録があること。 

(ｵ) 奈良市の入札参加停止措置要領に基づく入札参加停止期間中でないこと。 

(ｶ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による手続き開始申し立て及び民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による手続き開始申し立てがなされていな

い者（会社更生法の規定による計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決

定を受けている者を除く）であること。 

(ｷ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に掲げる暴力団、同条６号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並びにそ

れらの利益となる活動を行う者でないこと。 

(ｸ) 個人情報の保護について、本市の施策に準じた措置を講じることができること。 

(ｹ) 本市情報セキュリティポリシーを遵守できること。 

(ｺ) 本業務を行う期間中、配置技術者（注１）として、管理技術者、照査技術者及び担当技

術者を配置（各技術者の兼任不可）できること。 
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管理技術者及び照査技術者は次の①から③に掲げるいずれかの資格を有すること。な

お、いずれの資格も選択科目もしくは技術部門が①、②は「都市及び地方計画」、③は「都

市計画及び地方計画」であること。 

①技術士（総合技術監理部門（建設）） 

②技術士（建設部門） 

③シビルコンサルティングマネージャー（ＲＣＣＭ） 

（注１）配置技術者は参加申込書の提出日において連続して３か月以上直接的な雇用関

係にあること。 

（２）共同企業体の場合 

(ｱ) 複数の事業者が共同提案する場合は、共同企業体（以下「ＪＶ」という。）を結成し代

表事業者を決めること。なお、事業者は、複数のＪＶに所属することはできない。また、

ＪＶに所属しながら単独では参加できない。  

(ｲ) ＪＶに所属するすべての事業者（以下「共同提案者」という。）は、前記（１）(ｲ)～

(ｹ)を満たし、ＪＶとして(ｺ)を満たすこと。また、前記（１）(ｱ)については、代表事業

者又は今回と同一のＪＶでの実績として有していること。 

(ｳ) 参加申込後に、代表事業者及び共同提案者を変更することはできない。 

 

 

６．募集要項などの配布 

令和６年９月２日（月）から令和６年９月１７日（火)まで、奈良市ホームページに掲載する。 

 

 

７．参加申込み 

本プロポーザルへの参加を希望する事業者（ＪＶを含む。以下「参加希望者」という。）は、

下記（１）の(ｱ)～(ｴ)の書類を各１部提出するものとする。なお、(ｱ)参加申込書の提出をもっ

て、前記「５．参加資格要件」を満たすことを宣誓したとみなす。 

（１）参加申込書類 

(ｱ) 参加申込書 (様式１－１、様式１－２) 

・提出年月日、参加希望者の所在地、名称、代表者氏名等を記載し、押印すること。 

・必要に応じて単独提案者用（様式１－１）又は共同企業体用（様式１－２）を使用す

ること。 

(ｲ) 事業者概要書 (様式２) 

・提出日現在の実態を記載すること。 

・ＪＶは、共同提案者ごとに作成すること。 

(ｳ) 業務実績調書 (様式３) 

・業務実績調書Ａ欄には、「５．参加資格要件」（１）の(ｱ)の条件を満たす実績について、

最大３件選定して記載すること。 

・業務実績調書Ｂ欄には、平成３０年度以降の奈良市、奈良県又は奈良県内市町村の地

方公共団体を発注者とする公営住宅等事業に関する業務を元請けとして履行した実績

を最大３件選定して記載すること。また、奈良市の実績がある場合は当該実績を優先

して記載すること。 

・業務実績の内容が具体的に確認できる書類（契約書及び、仕様書の写し等）を添付す

ること。 
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・ＪＶの場合は、代表事業者の実績だけでなく、今回と同一のＪＶでの業務実績も実績

として含めることができる。 

(ｴ) 誓約書兼暴力団等の排除に関する同意書（様式４） 

・ＪＶは共同提案者ごとに作成すること。 

（２）提出先 

後記「１７．担当」まで 

（３）提出期間 

令和６年９月２日（月）から令和６年９月１７日（火）まで（奈良市の休日を定める条例に

規定する市の休日を除く。）の各日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを

除く。）とする。 

（４）提出方法 

直接持参又は郵送（信書便） 

【直接持参の場合】 

前記（３）提出期間内に持参すること。 

【郵送（信書便）の場合】 

前記（３）提出期間内に必着とする。なお、送付後速やかに郵送（信書便）で提出した旨を

後記「１７．担当」まで電話連絡をすること。 

 

 

８．参加承認 

  本プロポーザルへの参加承認の可否については、令和６年９月１８日（水）までにすべて

の参加希望者に通知する。 

なお、通知方法は、提出書類に記載されたメールアドレス宛に電子メールで送信し、追っ

て通知書を郵送する。 

 

 

９．質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

令和６年９月２日（月）から令和６年９月９日（月）午後５時まで 

（２）提出方法 

参加希望者は、質問書（様式６）を使用して、件名を「プロポーザルに関する質問（参加希

望者名○回目）」として、参加申込書に記載されたメールアドレスから電子メールで次のメー

ルアドレス宛に送信すること。また、送信後速やかに後記「１７．担当」まで電話にて到達の

確認をすること。なお、電話、ＦＡＸ及び直接持参による質問には応じない。 

メールアドレス：juutaku@city.nara.lg.jp 

（３）質問に対しての回答 

すべての参加希望者に対して、令和６年９月１１日（水）までに、参加申込書に記載され

たメールアドレス宛てに電子メールで回答し、併せて、市ホームページに掲載する。なお、

評価基準などに関する質問や受付期間を過ぎた後に提出された質問には回答しない。 

 

  

mailto:juutaku@city.nara.lg.jp
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１０．企画提案 

本プロポーザルへの参加承認を受けた者（以下「提案者」という。）は、下記（１）の(ｱ)～

(ｴ)の書類を各１０部提出するものとする。その内６部は無記名かつ提案者が特定されないよう

にすること。 

（１）企画提案書類 

(ｱ) 業務の実施体制調書（様式５－１）及び（様式５－２） 

・配置予定の管理技術者、照査技術者及び担当技術者を記載し、必要な資格が確認でき

る書類（資格証の写し等）を添付すること。 

(ｲ) 企画提案書（任意様式：Ａ４判１０頁以内） 

・企画提案書は仕様書の内容を踏まえて、以下の項目について提案を行うこと。 

① 業務実施方針（任意様式：Ａ４判１頁） 

・業務の工程表（工程計画）は記載すること。 

② 評価テーマに関する提案 

・前提条件の整理手法・留意点 

・基本計画の事業実施に向けた見直し 

・ＰＦＩ導入可能性調査の実施方法・留意点 

(ｳ) 見積書（任意様式：各Ａ４判１頁） 

 ・見積額には想定されるすべての経費の総額及び内訳を記載すること。 

・仕様書は企画提案書の内容を受けて、本業務委託の契約者と協議の上、変更すること

がある。 

(ｴ) 業務実績調書 (様式３) 

・前記「７．参加申込み」（１）の(ｳ)を参照して提出すること。 

（２）提出先 

後記「１７．担当」まで 

（３）提出期間 

参加承認日から令和６年９月２４日（火）まで（奈良市の休日を定める条例に規定する市

の休日を除く。）の各日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とす

る。 

（４）提出方法 

直接持参又は郵送（信書便） 

【直接持参の場合】 

前記（３）提出期間内に持参すること。 

【郵送（信書便）の場合】 

前記（３）提出期間内に必着とする。なお、送付後速やかに郵送（信書便）で提出した旨を

後記「１７．担当」まで電話連絡をすること。 

 

 

１１．参加辞退 

参加申込書類の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、辞退届（様式７）を提

出すること。 

（１）辞退届提出期限 

令和６年９月１８日（水）午後５時まで 

（２）提出先 
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後記「１７．担当」まで 

（３）提出方法 

持参もしくは電子メール 

電子メールの場合は、参加申込書に記載されたメールアドレスから電子メールで次のアド

レス宛に辞退届の写しを送信し、送信後速やかに後記「１７．担当」まで電話にて到達の確

認をすること。また、原本は追って郵送又は持参すること。 

電話、ＦＡＸによる辞退の届け出には応じない。 

メールアドレス：juutaku@city.nara.lg.jp 

なお、この辞退を理由に以後の本市入札参加資格等において不利益な取り扱いは行わない。 

 

 

１２．プレゼンテーション審査 

（１）実施日時及び場所 

実施日時：令和６年１０月３日（木）午前１０時００分から【予定】 

実施場所：奈良市役所 北棟６階 ６０１会議室 

（２）実施方法 

１提案者につき３０分程度（プレゼンテーション１５分、質疑応答１５分）とする。 

（３）その他 

(ｱ) 提案内容については奈良市情報公開条例（平成１９年奈良市条例第４５号）第７条に

定める不開示情報に該当するものが含まれていることから、プレゼンテーションは非公

開で行う。 

(ｲ) プレゼンテーションで使用する資料は、提出された企画提案書のみとする。企画提案

書にない追加提案や追加資料の配布は禁止とする。ただし、提出された企画提案書と同

一の図案や写真を用いた説明用パネル等の使用を認める。 

(ｳ) プレゼンテーションにおいて使用する機材の内、スライド投影用のスクリーンは本市

にて用意するが、その他の必要な機材は参加事業者が準備すること。 

(ｴ) プレゼンテーション出席者は、配置予定の管理技術者、担当技術者を含む３名以内と

すること。 

(ｵ) 遅刻又は欠席した場合は、参加辞退をしたものとみなす。 

 

 

１３．受託候補者の選定 

「奈良市西之阪地区改良住宅団地建替その他周辺整備事業に係るＰＦＩ導入可能性検討調査

業務委託にかかるプロポーザル審査委員会」を設置し、審査委員が受託候補者を選定する。 

（１）評価基準（詳細は別表１のとおり） 

(ｱ) 評価項目及び配点（１００点） 

・企業の経験及び能力 -------------- ２０点 

・業務実施方針 -------------------- １０点 

・評価テーマに関する提案 ---------- ７０点 

・見積書 --------------------------- 参考 

（２）選定について 

(ｱ) 参加申込書類、企画提案書類及びプレゼンテーションの内容を基に、別表１の評価基

準に基づき審査を行い合計評価点（各審査委員が評価した点数をすべて合計した点をい

mailto:juutaku@city.nara.lg.jp
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う。以下同じ）の高い提案者から受託候補者の順位を決定する。なお、合計評価点が満

点の６０％未満の場合は落選とする。 

(ｲ) 提案者が１者の場合であってもプレゼンテーション審査を実施し、合計評価点が満点

の６０％以上の場合には受託候補者として選定する。 

(ｳ) 提案者が５者以上あった場合は、原則として、プレゼンテーション審査前に「１０．

企画提案」で提出される企画提案書類を審査し、上位４者に対してプレゼンテーション

審査を実施する。 

 (ｴ) 合計評価点が同じ提案者が２者以上ある場合は、見積額が低額の提案者を上位の受託

候補者として選定する。さらに見積額も同額であった場合は、審査委員長のくじ引きに

より受託候補者の順位を決定する。 

（３）結果の通知について 

書類審査又はプレゼンテーション審査を受けた提案者には、選定又は非選定の結果を通知

する。選定通知書には、選定した旨とその順位、合計評価点及び今後の手続き等について通

知する。非選定通知書には、選定しなかった旨及び合計評価点を通知する。 

 

 

１４．失格事項 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

(ｱ) 審査結果通知日までに前記「５．参加資格要件」を満たさなくなった場合 

(ｲ) 見積書の金額が提案上限金額を超える場合 

(ｳ) 提出期限までに書類が提出されない場合 

(ｴ) １提案者が２案以上の企画提案をした場合 

(ｵ) 提出された書類や資料などに虚偽等の記載があった場合 

(ｶ) 著しく信義に反する行為があった場合 

(ｷ) 本業務の契約を履行することが困難と認められる場合 

(ｸ) 企画提案書の記載内容が法令違反など著しく不適当な場合 

(ｹ) 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

(ｺ) 提出された書類等の不備などを是正又は修正されない場合（軽微な場合を除く） 

 

 

１５．契約に関する事項 

（１）契約者の決定 

合計評価点が最も高い提案者を第１位の受託候補者として協議を実施し、募集時の仕様書

並びに企画提案書の内容を基本として、本業務委託に係る仕様を確定させた上で契約を締結

する。その場合、受託候補者は速やかに契約が締結できるよう協力して手続きを進めるもの

とする。 

なお、第１位の受託候補者との交渉の結果、合意に至らなかった場合は、順次合計評価点

の高い受託候補者と交渉を行うものとする。 

（２）契約の破棄 

(ｱ) 受託候補者が、前記「１４．失格事項」(ｱ)～(ｺ)のいずれかに該当した場合又は該当

していることが判明した場合は、契約後であっても受託候補者の決定を取り消し、当該

契約を破棄するものとする。 

(ｲ)  企画提案書で表明された内容について、実現性が低いにもかかわらず提案するよう
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なことがないこと。順位決定後であっても本業務目的が達成できないことが確認できた

場合は、当該受託候補者とは契約を締結しないものとする。 

 

 

１６．留意事項 

本プロポーザルの参加希望者は、以下(ｱ)～(ｹ)に留意すること。 

(ｱ) 提出された書類は、選定結果にかかわらず返却しない。ただし、本市で定める保存年

限満了後本市の責においてすべて処分するものとし、本業務における審査以外では使用

しない。なお、提出された書類や選定結果（事業者の名称及び審査結果を含む。）は、奈

良市情報公開条例(平成１９年奈良市条例第４５号)により情報公開の対象となる場合

がある。 

(ｲ) 提出された書類は、本業務を行う為に必要な範囲において複製を作成する場合がある。 

(ｳ) 前記「１５．契約に関する事項」（２）に該当する場合において、受託候補者が被る損

害について本市は一切責任を負わず、賠償しない。 

(ｴ) 企画提案書の作成など、本プロポーザル参加に要する費用は、すべて参加者及び提案

者の負担とする。 

(ｵ) 本プロポーザルの参加にあたって使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨と

する。 

(ｶ) 契約を締結することとなった場合、提出された書類に記載された統括責任者などは、

特別の理由があると本市が認めた場合を除き、原則として変更できないものとする。 

(ｷ) 審査委員に関する問い合わせは一切受け付けない。 

(ｸ) 提出後の書類等の差替え及び再提出は認めない。 

(ｹ) 公正なプロポ―ザル選考が確保できないと判断した場合は、選考を中止することがあ

る。 

 

 

１７．担当 

〒６３０-８５８０ 奈良市二条大路南一丁目１番１号（奈良市役所 北棟６階) 

奈良市 都市整備部 住宅課 （北野・中城) 

TEL:０７４２-３４-５１７５（直通） E-mail : juutaku@city.nara.lg.jp 

 

 

○参考資料（別添） 

・奈良市西之阪地区改良住宅団地建替その他周辺整備基本計画 

 

  

mailto:juutaku@city.nara.lg.jp
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別表１ 評価基準 

 

●企業の経験及び能力 

評価項目 
 評価の視点 

 判断基準 

（１） 

企業の経験

及び能力 

㋐ 

業務執行技術力 

業務実績調書Ａ欄に記載した業務実績（※１）を次のとおり評価する。 

①業務実績が３件以上ある。 

②業務実績が１～２件ある。 

㋑ 

地域精通度 

業務実績調書Ａ欄、Ｂ欄に記載した業務実績（※２）のうち、下記の

地域区分について、次のとおり評価する。 

①奈良市内における業務実績がある。 

②上記①以外の奈良県又は県内市町村における業務実績がある。 

③上記①②での業務実績がない。 

㋒ 

実施体制 

技術者が適切に配置され、必要な人員が確保されているとともに、

業務遂行に向けた適切な専門性や実績を持った人員が配置された

実施体制になっている場合に優位に評価する。 

※１ 業務実績調書Ａ欄に記載した業務実績とは、平成３０年度以降に国又は地方公共団体が発注する改

良または公営住宅団地の建替えに関する基本計画、基本設計または PFI 等導入可能性調査等の業務を

元請けとして履行した実績（公告日において完了済み）とする。 

※２ 業務実績調書Ａ欄、Ｂ欄に記載した業務実績とは、平成３０年度以降の奈良市、奈良県又は奈良県

内市町村の地方公共団体を発注者とする公営住宅等事業に関する業務を元請けとして履行した実績

（公告日において完了済み）とする。 

 

 

●業務実施方針 

評価項目 
 評価の視点 

 判断基準 

（２） 

業務実施 

方針 

㋓ 

実施方針 

業務の実施方針が、業務の内容、目的を理解したものであり、また、

西之阪地区改良住宅の状況を踏まえ、円滑な業務遂行が可能な実

施方針となっている場合に、優位に評価する。 
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●評価テーマに関する提案 

評価項目 
 評価の視点 

 判断基準 

（３） 

評価テーマ

に関する提

案 

㋔ 

前提条件の 

整理手法・留意点 

仕様書記載の下記項目について、より適切な内容を記した提案の 

ものを優位に評価する。 

①地元意向等の整理において、円滑な協議会運営支援手法の提案

があるか。 

②都市計画変更やインフラ整備等の検討において、西之阪地区改

良住宅団地の特徴を理解した上で、必要性を検討する内容にな

っているか。 

 

㋕ 

基本計画の事業実施に

向けた見直し 

仕様書記載の下記項目について、より適切な内容を記した提案の

ものを優位に評価する。 

① 西之阪地区改良住宅団地の建替基本計画の見直しにあたり留

意するべき事項を、多様な視点に基づき、かつ的確に示し、実

現可能なより幅広い計画案を検討する内容になっているか。 

 

㋖ 

ＰＦＩ導入可能性調査

の実施方法・留意点 

仕様書記載の下記項目について、より適切な内容を記した提案の

ものを優位に評価する。 

① ＰＦＩ導入可能性検討調査の実施方法（事業スキームの想定、

リスク分担の検討、民間事業者ヒアリング調査、ＶＦＭの検討、

導入可能性の検討、想定スケジュールと課題の検討）が西之阪

地区改良住宅団地の特徴を踏まえた効果的な内容になってい

るか。 

 

 

🔴見積もり金額 

評価項目 
 評価の視点 

 判断基準 

（４） 

参考見積 

㋗ 

業務コストの妥当性 

見積項目が不足している場合、提案上限額を超えている場合は選

定しない。 

 


